
●「(仮称)札幌市子どもの権利条例」の素案の公表と市民意見の募集について

札幌市では、子どもが毎日を生き生きと過ごし、自分らしく伸び伸びと育つことがで
きるように、子どもにとって大切な権利などを具体的に定める「（仮称）札幌市子どもの
権利条例」の制定を目指しており、このたび、その素案を策定しました。
これは、「札幌市子どもの権利条例検討会議」から２月１日に提出された答申書を基に、

平成 19 年第 1回定例市議会で成立に至らなかった条例案に対する修正の方向性と、救済
制度について条例に盛り込む項目の案をまとめたもの。
２月 28 日から公表し、これに対する市民意見を募集します。併せて、子ども向けに救

済制度の資料も作成し、市内の小中学生に配布します。

１ 条例素案の概要
(1) 平成 19 年第１回定例市議会に上程した条例案を基本的に生かし、以下の２点につ
いて修正を加えた。
・ 「子どもの権利行使に伴う制限」

前文に、権利行使の経験を通して規範意識をはぐくんでいくとの趣旨を追加した。
・ 「子どもの権利を保障するうえでの大人の役割」

保護者の役割である子どもたちへの支援に、年齢や成長に応じた適切な指導・助
言が含まれることを明示した。

(2) 権利侵害からの救済制度について、単に相談だけでなく、調査や調整、勧告など
一定の権限を持って問題解決に当たる第三者的な専門機関の設置を新たに盛り込ん
だ。この機関は、「救済委員」を中心に、相談を主に担当する「相談員」や調査・調
整活動を主に担当する「調査員」が協力・連携して、問題解決に当たるもの。

２ 市民意見の募集について
(1) 意見募集項目
・ 当初の条例案に対する修正の方向性
・ 条例に盛り込む救済制度の項目

(2) 意見募集期間
平成 20 年２月 28 日（木）から３月 28 日（金）までの 30 日間（必着）

(3) 意見提出方法
所定の様式で送付か持参。

〔提出先〕
札幌市子ども未来局子ども育成部子どもの権利推進課
〒060-0051 札幌市中央区南１条東２丁目大通バスセンタービル１号館３階
ファクス ２１１－２９４３
Ｅメール kodomo.kenri@city.sapporo.jp
※ ホームページ「子どもの権利ウェブ」（http://www.city.sapporo.jp/
kodomo/kenri/）上の意見募集フォームからも応募できます。

(4) 資料配布場所
子どもの権利推進課、行政情報課（市本庁舎２階）、市本庁舎１階ロビー、各区役

所、まちづくりセンター、児童会館ほか
※ ホームページ「子どもの権利ウェブ」でも公開



(5) 子ども向け資料
市内の小学４年生から中学３年生までの全児童・生徒に、子ども向けの救済制

度についての資料を、学校を通じて配布します。区役所、児童会館などの公共施
設でも配布。

３ 意見募集期間の啓発活動
「子どもの権利条約」や「子どもの権利」に対する札幌市の取り組み状況などを紹

介する「子どもの権利パネル展」を各区民センターやふれあい広場で開催します。
・厚別区（3/4～3/6） ・手稲区（3/4～3/6） ・白石区（3/8～3/10） ・西区（3/8～3/11）

・東区（3/12～3/14） ・北区（3/13～3/16） ・南区（3/18～3/20） ・豊平区（3/20～3/23）

・中央区（3/22～3/24） ・清田区（3/25～3/27） ・ふれあい広場（3/10～3/24）

４ これまでの経緯・主な取り組み

年 月 経緯・主な取り組み

平成 17 年４月 「札幌市子どもの権利条例制定検討委員会」発足
高校生委員、公募の市民など 25 人の委員で構成。懇談会、出向き調査、

アンケート調査等を実施し、中間答申を経て、平成 18 年５月、条例に盛り

込むべき項目などをまとめた「最終答申書」を札幌市に提出。

平成 18 年２月 「札幌市子どもの権利条例子ども委員会」発足
小学生から高校生までの 32 人の委員で構成。「子どもにとって大切な権

利」などを議論し、同年７月に札幌市に提案。

平成 18 年７月 条例素案に対するパブリックコメントを実施
検討委員会の最終答申書を踏まえて策定した条例素案に対して、大人・

子どもを合わせて 3,504 人の市民から意見が寄せられる。

平成 19 年２月 「札幌市子どもの権利に関する条例案」を市議会へ提案
パブリックコメントに寄せられた意見などを踏まえて作成した条例案を

市議会に上程したが、審議の結果、賛成少数により否決となる。

平成 19 年８月 「札幌市子どもの権利条例検討会議」発足
学識経験者、学校・ＰＴＡの代表、公募の市民など 12人の委員で構成。

子どもとの意見交換などを実施し、平成 20 年２月に、当初条例案に対する

修正の方向性と救済制度の枠組みをまとめた「答申書」を札幌市に提出。

５ 今後の予定
今回の意見募集の概要については、それらに対する市の考え方と併せて、５月以降

にホームページなどで公表します。
今後は、寄せられた意見等を基に、さらに検討を行い、第２回定例市議会に条例案

を上程できるよう、準備を進めていきたいと考えています。

問い合わせ先

子ども未来局子どもの権利推進課 伊藤、田中、酒谷
電話 ２１１－２９４２


